
サステナブルな調達を目指す
JICAは、公共調達を担う機関として、公正性、透明
性、競争性を確保しつつ、サステナブルな調達を目指
して、継続的に合理化に取り組んでいます。
　具体的には、環境に配慮した調達や障害者就労施設
などからの調達を推進しています。また、多様な人材
が国際協力で活躍することを後押しするため、選定時
に「ユースエール認定」や「えるぼし認定」など若者や女
性の活躍促進といったダイバーシティ推進の観点から
も評価しています。加えて、国際協力人材の育成のた
め、次世代の業務主任者と若手人材の積極的な登用を
目的として「業務管理グループ制度」と「若手育成加点
制度」を導入しています。

事業の推進に寄り添う
JICA事業による開発インパクトの最大化を目指し、

より迅速かつ効率的に、ヒト・モノ・サービスを調達でき
るよう制度改革を推進しました。なかでも複雑な調達・
派遣制度と手続きを抜本的に見直し、合理化・簡素化
を進めました。具体的には、電子化へのシフト（電子入
札、電子契約、派遣に必要な文書の電子化）、契約管
理ルールの簡素化、コンサルタント等契約におけるラン

調達のあった115品目のうち、
環境物品の調達を100%達成した割合

環境物品等の調達の推進等に関する法律
（グリーン購入法）に基づく調達実績

2023年度実績

調達における取り組み

プサム契約の拡大による成果管理への移行などを実現
しました。結果、JICA内外を対象にしたアンケートで
は、業務負担が軽減した、受注者裁量の拡大によって
業務の質の向上につながるとの評価が得られました。
　加えて、激動する世界情勢においてJICAに求められ
る役割も多様化するなか、特に人道支援や自然災害対
応など、緊急性の高い支援への取り組みも強化してい
ます。2023年度は、ウクライナに加えパレスチナのガ
ザ地区で人道危機が深刻化するなか、いかに早く物資
を現場に届けるかが課題となっていました。そこで、赤
十字国際委員会と連携することにより、JICA単独では
困難だったウクライナへの物資輸送を実現しました。ま
たガザ地区へも、ウクライナ支援で得た知見やネット
ワークを生かし、緊急支援物資を届けています。
　このほか、大規模な自然災害が発生した際に、迅速
に物資調達や輸送を行うため、見積取得先の範囲と選
定ルールをあらかじめ定めて複数の受注候補者を整え
ておくスタンドバイ契約（コンサルタント派遣、機材調
達および輸送業務）を新設しました。
　このように公共調達の原則を確保しつつ、予期せぬ
災害や紛争に備え、常時、迅速に対応できる体制・仕組
みを構築することで、ロジスティクスを強化しています。

49％

国等による温室効果ガス等の排出の削減に
配慮した契約の推進に関する法律（環境配慮契約法）
に基づく調達実績 8件の入札 5件の契約締結

国等による障害者就労施設等からの物品等の
調達の推進等に関する法律に基づく調達実績 38件

調達
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